
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ（回）
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

6（件）

 ● 第５次行政改革大綱第１次アクションプランとの関連

　平成２６年度　平成２１年度

6

153

153

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

２－１事務事業の
実施における基本
認識

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－５事務事業の
内容

　平成１８年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

民間活力の活用（指定管理者制度等の適正導入）

企画政策課 政策推進担当係長　粂　和広係

指定管理者制度の導入事業（主要事業）

評価票作成者

コード 6―2―1―3

市民ニーズの認識

コード 6―2―1　行政運営

　行政改革の推進

　地方公共団体の管理権限の下で公共団体等に限定されていた「公の施設」の管理を民間業者に代行させる。

　指定管理者制度の活用などにより民間委託を推進して、住民サービスの向上と経費の節減を行う。

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握

コード 6―2―1―3―6　指定管理者制度の導入

　指定管理者制度研究会を設置し、他市町の導入状況を調査
研究を行った。

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　公の施設

行政経営

　行政改革プランの策定事業については、実施状況の把握を
行った。

〃

計画推進

「効率的で顧客志向の行政運営」

　平成１５年地方自治法の改正により、「公の施設」の管理
制度が指定管理者制度になり、全国的に導入されている。制
度導入には、問題も多少ある。

　⑤単位施策(小）

　平成２４年度　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２２年度

　指定管理者制度の実施件数（件）

事務事業成果指標名 後期目標値(単位)前期目標値(単位)

　民間委託の推進を表す指標10（件）

指標の説明

0

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

　平成２７年度　平成２５年度

0 0

　平成２３年度

0

会議１回
当たり　25 当たり　0 当たり 当たり 当たり 当たり 当たり

0

当たり当たり 当たり

　指定管理者制度導入について、積極と慎重に意見が分かれている。

〃

経常事務事業

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）

政策推進係企画部

建設事務事業一般事務事業

　有

無



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　それぞれの公の施設の行政目的達成のために、最適な管理運営を行うことが求められている。改めて検証を進め、多様な手法から最適な民間活力の活用を進めるよう計画すること。

〃

結果

Ｂ

　指定管理者制度の導入を見送った図書館については、一部業務委託による運営
が検討された。

審査会による改善方向の指示

　公の施設の管理運営のあり方について、民間活力の活用など、指定管理者制度の適正導入を再度検討する必要がある。

0

0(件) 0(件)

0

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

Ｂ

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

４－１総合評価の
結果

指標対応実
績（単位)

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

Ｂ

　指定管理者制度研究会を設置し、第一段導入施設として、図書館、文化会館、
福祉体育館、老人福祉センターについて６回検討会議と県内施設視察を行い状況
把握に努めた。

Ｂ

　平成２１年度 　平成２２年度

　指定管理者制度の導入を見送った施設の業務委託等の内容
と他の施設での導入の可能性の検討が必要である。

次年度に向けて改善する取組み 事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価３－２評価の内容
　図書館、文化会館、福祉体育館、老人福祉センターにおけ
る指定管理者制度導入について、現時点での導入は見合わせ
となった。

今後の環境変化を踏まえた課題認識

　児童福祉施設における指定管理者制度導入の検討。

　平成２５年度 　平成２６年度

　平成２６年度 　平成２７年度　平成２５年度

　平成２７年度　平成２３年度 　平成２４年度


